
21 

【論文】 

  

千葉県における上水道事業体間格差の要因と 

広域化に向けた取組み 
  

新山 惟乃 
 

Ⅰ はじめに 

 今日，日本では水道事業体の間で経営上の格差が拡大

している．暫くは安定した経営の見込まれる事業体が存

在する一方，給水収益の減少や設備更新費用の増大から

水道料金の値上げに追い込まれるなど，事業継続に対し

て大きな課題に直面している事業体も多い１）．しかし，

水道は，生活の基盤となる公的サービスであるため，経

営が悪化したからといってサービスを中止することは許

されない．そのような背景のもとで，日本の水道事業に

おいて達成されるべき目的は，水源の確保から水道事業

の永続へと変容を遂げ，事業継続に向けた適正な事業ス

ケールの実現のために，水道の広域化が議論されるよう

になった． 

水道広域化は，そもそも水道の市町村公営原則２）に反

するものであるが，高度経済成長期から1970年代後半ま

での間，水道設備能力を持たなかった弱小の市町村に代

わって，急増した水需要を満たし，水道を全国に普及さ

せる目標のもとで進められた．しかしその後，上記の通

り全国の水道事業体が給水収益の減少などさまざまな新

しい課題に直面したことにより，各事業体は，事業の存

続・維持のための経営基盤強化を迫られ，広域化施策は，

将来にわたる安定的なサービス継続に効果を発揮するも

のとして推進されるようになった（伊藤 2012: 159）．近

年の動きとしては，2018年の水道法改正において水道の

基盤強化を目的に都道府県の広域的連携推進役としての

責務が規定されたほか，総務省と厚生労働省は「『広域化

推進プラン』の策定について」を公表し，都道府県に対

して，2022年度までの「水道広域化推進プラン」策定を

要請している３）． 

 その一方で，水道広域化については，どこまで効果が

生じるのかという疑問や，料金の高騰・災害対応につい

ての懸念も聞かれる．また，生じるメリット・デメリッ

トは，事業体の条件により差異が大きいことも予想され

る．広域化の推進にあたっては，必要性の有無や適切な

方向性の検討がなされているか，施策の動向を注視する

ことが必要であろう． 

 そこで本稿では，水道事業体間の格差はどのようにし

て生じたのか，また，事業の安定的な継続に寄与すると

される水道広域化を通して，各事業体にはどのようなメ

リットやデメリットが生じ得るのか，さらに，どのよう

な規模・形態の広域化であれば，サービスの維持を図る

ことが可能かについて明らかにすることを目的とする．

本稿で取り上げるのは千葉県の上水道事業体である．千

葉県では上水道の事業体間格差が大きく，また現在広域

化計画が進められており，本稿の目的に対して好適な事

例であると考えた．なお，日本の水道に関する事業には，

一般の需要に応じて水を供給する事業である水道事業

（末端給水事業）と末端給水事業体に給水する事業であ

る用水供給事業とがあり，前者のうち，給水人口5,000以

下の事業は，簡易水道事業に区分されている４）．簡易水

道事業を除く末端給水事業を上水道事業と呼ぶことがあ

るが，本稿では簡易水道事業を除く末端給水事業体と用

水供給事業体を対象としているので，便宜上，「上水道事

業」を，簡易水道事業を除く末端給水事業と用水供給事

業の総称として使用する． 

 研究手法は，主に既存文献の調査および上水道事業に

関する資料の分析，上水道事業体および自治体に対する

聞取り調査である．聞取り調査は，調査に協力が得られ

た42の事業体および県営水道と千葉県上水道広域化計画

を担当する千葉県企業局水道部・知事部局総合企画部水

政課を対象に2020年９～11月に電子メール，電話，対面

形式にて実施した． 

以下，Ⅱ・Ⅲにおいて千葉県における上水道事業の概

要と事業体間の格差を概観した上で，Ⅳにおいて上水道

事業体の広域化に対する意識を述べ，Ⅴでそのまとめと

考察を行う． 

Ⅱ 千葉県における上水道事業の概要 

現在，千葉県には，簡易水道を除くと43の末端給水事

業体と６の用水供給事業体が存在する（図１）．千葉県で

は，「水道事業基盤強化に係る千葉県基本計画」（千葉県
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総合企画部水政課水道事業統合・広域化室 2019: 12）に

おいて，同一の用水供給事業体から受水し社会的条件が

類似している事業体を八つのブロックに分類し，水道の

基盤強化に取り組んでいる． 

 用水供給事業体は，基本的にはブロックに沿った形態

で末端給水事業体への給水を行っている．しかしたとえ

ば，香取ブロックの末端給水事業体や，京葉ブロックの

千葉市・市原市（市営水道），九十九里ブロックの山武市

（市営水道）は用水供給を受けていない．また，京葉ブ

ロックでは現在，県営水道は用水供給を行っておらず，

かずさ水道広域連合企業団と北千葉広域水道企業団から

受水している．かずさ水道広域連合企業団は，用水供給

と末端給水の双方を担う県内唯一の事業体となっている． 

 末端給水事業体は，行政区域単位と一致したものが多

いが，県営水道は，複数の自治体にまたがって末端給水

を行っており，千葉市・市原市（行政区画）など，同一

市内に，県営水道と市営水道が併存する自治体もみられ

る．この中で，たとえば習志野市（市営水道）は，北千

葉広域水道企業団から受水しているため，京葉ブロック

と北千葉ブロックの二つのブロックに属する位置づけと

なっている．このほか，九十九里ブロックの事業体のよ

うに，中規模の広域事業体が末端給水を担っている地域

もある． 

Ⅲ 千葉県における上水道事業体の経営格差と現状

の課題認識 

 小規模河川が多く，水源に乏しい千葉県では，利根川

水系の水資源開発への参画や，導・送水管の施設整備等

を経て，県内の水需要に応えてきた．一方で，後発事業

体であることや，地理的・地形的に不利な条件が多いこ

とから，費用負担は高額となっている（県内水道経営検

討委員会 2006: 24）．加えて，県内の事業体間格差が大

きいことも，千葉県の上水道事業の特徴として挙げられ

る．この章では，2018年度の地方公営企業決算の経営比

較分析表５）および千葉県総合企画部水政課が公表する資

料を用いて千葉県における上水道事業体の経営格差を明

らかにするとともに，聞取り調査の結果にもとづいて千

葉県の上水道事業体が認識している現状の課題について

記述する． 

 

１．地方公営企業決算からみる上水道事業体の経営状

況 

 １）末端給水事業体 

 各末端給水事業体における給水人口密度を図２に示し

た．これをみると給水人口密度は，県内で差が非常に大

きいことがわかる．特に北千葉ブロックにおいて高いの

に対して，南房総，香取，九十九里の各ブロックで低い．

また，北千葉，京葉，印旛の各ブロックのようにブロッ

ク内で差が大きい所もみられる．これらのうち京葉ブロ

ックでは，千葉県営（県営水道）の給水人口密度が高い

のに対し，同じ市内でも千葉市と市原市が給水する範囲

 

ａ．用水供給事業体                ｂ．末端給水事業体 

図１ 千葉県における上水道事業体とブロック区分 

（千葉県総合企画部水政課水道事業統合・広域化室（2019: 13），千葉県総合企画部水政課（2020a: 1）をもとに筆者作成） 
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では低い．両市において市営水道の管轄地域は人口密度

が低いためである． 

また，用水供給事業体から受水する割合について九十

九里ブロックの状況をみると，山武市が受水割合０％で

あるのに対し，八匝水道企業団と山武郡市広域水道企業

団の受水割合は100％である（千葉県総合企画部水政課 

2020b: 54-59）．印旛ブロックにおいても，域内の差は大

きく，地下水からの取水量が多い酒々井町と四街道市で

は受水割合は小さい．一方，北千葉ブロックでは受水割

合の比較的大きな地域が多いことを指摘できる．特に千

葉県中部から西部にかけての地域では，千葉県環境保全

条例により地下水の採取規制がかけられており（千葉県

総合企画部水政課 2020c: 29），受水割合の高さの一因

となっている６）． 

次に，水を１㎥作る際に必要となる費用を示す給水原

価の分布を図３からみると，南房総と九十九里の両ブロ

ックにおいて高く，北千葉ブロックにおいて低い傾向に

あることがわかる．受水割合が大きい北千葉ブロックの

事業体において低い給水原価が示されるのは，受水する

北千葉広域水道企業団の用水供給単価が安価であるため

だと考えられる．さらに，印旛ブロックでは受水割合の

小さい四街道市や酒々井町の給水原価が安かったり，給

水人口密度に大きな差異の生じている京葉ブロックでは

域内格差が非常に大きかったりすることがわかる． 

一方で，水を１㎥販売する際の料金単価を示す供給単

価をみると，千葉県営と千葉市・市原市は，同一の値と

なっている．これは，市内一部において県営水道から給

水を受ける千葉市・市原市が，同一市内で料金格差が生

じないように，県営水道に料金設定を合わせているため

だと考えられる．同一行政区域内の料金格差は，住民の

 

図２ 各末端給水事業体の給水人口密度 

（千葉県総務部市町村課（2020a）をもとに筆者作成．事業体名は2018年度時点のものである） 

 

図３ 各末端給水事業体の給水原価（左）と料金回収率（右） 

（千葉県総務部市町村課（2020a）をもとに筆者作成．事業体名は2018年度時点のものである） 
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理解を得られにくいという背景があると考えられる． 

給水原価と供給単価の比較には，料金回収率（図３）

と呼ばれる指標が用いられる．上水道事業における料金

回収率は，供給単価／給水原価×100で表される．これは

給水のための費用が給水収益によって賄われている割合

であるため，料金回収率が100％を下回っている場合には，

給水費用が給水収益以外の収入で賄われていることを示

す（千葉県総務部市町村課 2020b: 2）．千葉県において

料金回収率が100％を上回っている事業体は41事業体

（2018年度時点）のうち17しかない． 

ブロックごとにみると，北千葉ブロックでは料金回収

率が全体的に高い傾向にあり，対照的に南房総ブロック

では全体的に低い傾向にある．後者における事業体は，

給水原価に合わせて水道料金を高めに設定しているにも

かかわらず，水道料金だけでは，給水費用が賄えない状

況にある．また，高い給水原価に見合っていない低い料

金設定となっている千葉市と市原市では料金回収率が低

くなっている．その一方で，給水原価が安価で水道料金

をさほど低く設定していない酒々井町は，料金回収率が

最上位になっている． 

 経常収支比率（経常収益／経常費用×100）は上水道事

業における単年度の黒字状況を表す．この値をみるとい

すみ市を除くすべての事業体で100％を上回っている．た

だし，半分以上の事業体では料金回収率が100％を下回っ

ていることから，多くの事業体は，一般会計からの繰入

金などにより会計全体では黒字化していると考えられる．

その中でも南房総ブロックには相対的に経常収支比率の

低い事業体が多いため，施設の更新費用捻出などの課題

に直面するものと考えられる．料金回収率との関係をみ

るとその値が高かった酒々井町や柏市は，経常収支比率

も上位に位置する高さだが，ほかの事業体は料金回収率

と経常収支比率にもとづく順位に関係はみられない．特

に，香取市や山武市は，料金回収率は低いが，経常収支

比率は県内でも上位である． 

 給水収益に対する企業債残高の比率を示す企業債残高

対給水収益比率（企業債現在高合計／給水収益×100）を

みると，この指標は必要な施設更新を行っていないため

に低く抑えられている場合もあり，必ずしも単独で事業

体の経営状況を的確に示すものとはいえない（千葉県総

務部市町村課 2020b: 1-2）が，山武市・千葉市・香取市・

市原市など，料金回収率の低い事業体で企業債残高が大

きい傾向にある．この指標の値が高い多古町は，累積欠

損金が県内で唯一生じている事業体である． 

 施設更新の必要度に関わる指標として，法定耐用年数

を超えた管路延長の割合，つまり，管路の老朽化状況を

示す管路経年化率をみると（千葉県総務部市町村課 

2020b: 4），東総と北千葉の両ブロックでは比較的低い値

となっているものの，南房総ブロックの南房総市では法

定耐用年数を超えた管路が６割近くを占め，深刻な老朽

化状況にある．また，資産の老朽化度合いを示す有形固

定資産減価償却率（千葉県総務部市町村課 2020b: 4）は

50％を超える事業体が多く，今後，更新費用の増額が予

想される． 

 

２）用水供給事業体 

同様に用水供給事業体の経営をめぐる諸指標をみる． 

給水人口密度は，最も低い南房総広域水道企業団の

211.8人/㎢と最も高い北千葉広域水道企業団の4,671.5

人/㎢とで，差が大きい． 

料金回収率はどの事業体も100％を超えているが，給水

原価・供給単価ともに，県内で150円/㎥以上の差が生じ

ている．給水原価・供給単価が最も安価なのは北千葉広

域水道企業団だった．逆に，最も高価なのは南房総広域

水道企業団であり，次いで印旛郡市広域市町村圏事務組

合であった．ちなみに九十九里地域水道企業団は，南房

総広域水道企業団に次いで給水人口密度が低いものの，

給水原価・供給単価は，県内で３番目に安い価格であり，

中間に位置している． 

さらに，経常収支比率をみると，どの事業体も100％を

超えていた．しかし，北千葉広域水道企業団と九十九里

地域水道企業団は，ともに管路経年化率が60％を超えて

おり，今後の更新費用増加が見込まれる． 

 

２．上水道事業体が考える現状の課題 

 以上から千葉県における上水道事業では，平坦な地形

で人口密度も高い北千葉ブロックなどの都市部において

経営状況が優れている事業体が多い一方，南房総ブロッ

クなどの半島部は，水源に乏しい上に人口密度も低いた

め，経営状況が芳しくない事業体が多いことがわかる．

次に聞取り調査の結果にもとづいて，各上水道事業体が

認識する課題について明らかにする． 

末端給水事業体で，現在の課題として最も多く挙げら

れたのは，設備更新に関するものだった．予算や設計人

員確保の制約から，施設・管路の老朽化が進む事業体が

多い．それに伴って漏水が生じると，費用の増加を招く

悪循環が生じる．さらに，耐震化など災害対策の整備の

遅れは，大規模災害が生じた際に，断水が長期化するこ

とに繋がり，利用者の生活に大きな影響を及ぼすおそれ

がある． 

次に，人員不足や技術継承の困難も，課題として多く



25 

の末端給水事業体が挙げていた．背景には，財源の不足

や水道事業が拡大した時期に採用された職員の大量退職，

定期の人事異動による一般行政職との交代がある．ある

事業体では，大量の退職者に見合う人数を新たに採用し

たが，さまざまなノウハウを伝えきれないまま，世代交

代が進んでいる状況だという．また，民間事業者への業

務委託の増加によって，市職員の技術の空洞化も生じ，

問題となっている． 

さらに，人口減少を背景とした水需要の減少や，統廃

合による学校の減少などに伴う業務営業用の使用水量の

減少から，給水収益低下の問題に直面する事業体が多い．

特に，給水区域に一般家庭の多い事業体では，水需要減

少の影響を大きく受けるという回答があった．また，給

水人口密度の低い地域では，管路延長に対する需要者が

少なく，運営効率が悪化している． 

このほか，地域によっては，長距離の導水が必要だっ

たり，水質の悪さから高度な浄水処理が必要だったりす

るために，用水供給単価が高額な設定となっている．し

かし自己水源の割合によっては受水費の抑制が難しい７）．  

また，受水費が高く給水収益が少ない状況の事業体で

あっても，もともと水道料金の高い地域では値上げが難

しく，供給単価が給水原価を下回る状況がみられる． 

各用水供給事業体でも，さまざまな課題に直面してい

る．聞取り調査の中で現在の課題として挙げられたのは，

老朽化の進行に伴う更新費用の確保や，人材の確保・技

術継承などだった．昔からまとまりがある地域でも，域

内で財政的な開きが生じつつあることを懸念する事業体

もあった． 

また，用水供給単価は，末端給水事業体の経営に大き

な影響を及ぼすが，上述のように千葉県内の用水供給単

価には，大きな格差が生じている．たとえば，水源が遠

い事業体では，長距離導水路の建設・管理費用がかかる

上，各末端給水事業体への送水管路建設・管理費用（減

価償却費等）の負担も大きくなり，給水原価・供給単価

が高額となる．また，水源水質の悪化が著しい地域の事

業体では高度浄水処理が必要となるほか，浄水場を持た

ない事業体は県水道局の施設を借りているので，高コス

トとなる． 

Ⅳ 上水道事業の広域化と事業体の意識 

１．千葉県における広域化に向けた取組み 

以上でみてきたように，千葉県の上水道事業体間では，

給水人口密度，自己水源保有量，給水原価と供給単価，

負債の状況，老朽化状況などさまざまな環境や条件に差

異が存在し，これらによって事業体間の大きな格差が生

じている．各事業体の今後の状況によっては，一般財源

や補助金を繰り入れても，事業の存続を図れない可能性

が生じている． 

 このような状況を踏まえて，千葉県総合企画部水政課

水道事業統合・広域化室（2019: 83）は，安定した水の

供給の継続には個々の事業体の努力では限界があり，統

合や広域連携への取組みを積極的に進める必要があると

している．その上で千葉県は，「水道広域化推進プラン」

の策定に向けてデータの収集に取り組み，統合・広域連

携の検討に対する人的支援・財政的支援を表明し（千葉

県総合企画部水政課水道事業統合・広域化室 2019: 84），

ブロックによっては，広域化に向けた検討会を立ち上げ

た． 

 千葉県における現在までの上水道の統合・広域化に向

けた取組みは以下の通りである．第一に，君津ブロック

において用水供給・末端給水事業の双方を担う「かずさ

水道広域連合企業団」が設立された．第二に，県内でも

水源に乏しく，苦しい経営状況の事業体の多い南房総と

九十九里の両ブロックでは，用水供給事業体である九十

九里地域水道企業団・南房総広域水道企業団と県営水道

の水平統合８）（リーディングケース）および九十九里ブ

ロックの４末端給水事業体と南房総ブロックの８末端給

水事業体の水平統合に向けた検討９）が行われている（千

葉県総合企画部水政課 2019: 1-3）．第三に，そのほかの

ブロックでも，状況をみながら，さまざまな広域化の方

策について検討が進められている． 

 

２．上水道事業体が考える広域化のメリット・デメリ

ットと取組みへの積極性 

 本研究の調査にもとづき，用水供給を受ける各末端給

水事業体の広域化への積極性や，広域化によって想定さ

れるメリット・デメリットの認識について表１にまとめ

た．なお，すでに用水供給事業と末端給水事業を統合す

るかたちで広域化が実施された君津ブロックの現状につ

いては次の節で述べることにする．以下では，質問事項

の性質を考慮して事業体が特定されないように名称を仮

称とする． 

まず広域化に対する積極性をみると，北千葉ブロック

の事業体のほか，印旛ブロックの受水割合の低い事業体

は，広域化により水道料金が上昇する可能性があること

から，あまり積極的ではない傾向にあった．たとえば印

旛ブロックをみると，９事業体中４事業体が広域化を積

極的に検討しているとしたものの，そのうちＥ８からは，

「広域化後の料金体系が低価格にならなければ広域化の

話はなくなるのではないか」という内容の回答が得られ
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た．また，事業体Ｅ２・Ｅ６は，メリットとデメリット

が拮抗している状態だとし，自己水源割合の高い事業体

Ｅ４は，積極的に広域化を進めなくてもよい状態だとし

たが，今後は人口の減少が続き需要水量の減少も見込ま

れる中で，経営が圧迫されてゆくのではないかとも補足

した．このように印旛ブロックでは，事業体ごとに回答

のばらつきがみられた． 

 広域化に伴う期待としては，多くの事業体がスケール

メリットの発揮を指摘した．特に料金に関する項目が，

南房総・九十九里ブロックにおいて多く挙げられた．広

域化によって値上げ幅を抑制できるという回答のほか，

現在は給水原価に供給単価が見合っていない状態となっ

ているので，今後，単独での事業運営を継続すれば，大

幅な料金の値上げは避けられないという回答があった． 

 次に多く挙げられたメリットは，施設の統廃合による

運営・管理の効率化であった．現在別々の事業体で運営

している施設の統廃合により，固定費が削減されること

が期待されている．一方で，九十九里ブロックのＢ１か

らは，「九十九里地域の末端給水事業体は，すでに統合･

広域化された企業団３団体がさらに広域化する計画なの

表１ 広域化への積極性と，広域化した場合に生じ得るメリット・デメリット（用水供給を受ける末端給水事業体） 

ブロック名  南房総  九十九里  北千葉  東総  印旛  

事業体名 
Ａ 

１ 

Ａ 

２ 

Ａ 

３ 

Ａ 

４ 

Ａ 

５ 

Ａ 

６ 

Ａ 

７ 

Ｂ

１ 

Ｂ 

２ 

Ｂ 

３ 

Ｃ 

１ 

Ｃ 

２ 

Ｃ 

３ 

Ｃ 

４ 

Ｃ 

５ 

Ｃ 

６ 

Ｃ

７ 

Ｄ

１ 

Ｄ 

２ 

Ｄ

３ 

Ｅ 

１ 

Ｅ 

２ 

Ｅ 

３ 

Ｅ 

４ 

Ｅ 

５ 

Ｅ 

６ 

Ｅ 

７ 

Ｅ 

８ 

Ｅ 

９ 

広域化への積極性 － － － － － － － － － － ▲ 中 ▲ 中 ▲ ▲ 中 
中

● ？  
中 

●
？  

中 中 ● ▲ ● 中 中 ● ● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
メ 
リ 
ッ

ト 

 

値上げ幅抑制・

料金引き下げ  ● ？  ● ● ● ？  ● ？  ● ● ●                ●  ● ？    

施設統廃合によ

る運営効率化 
●  ● ●  ● ● ×？          ● ？  ●          ●  

事務経費削減   ●              ● ？   ● ●        ●  
更新費用削減  ●  ●      ●             ●       
人員確保  ● ？    ●              ●         ●  
人件費削減   ●      ●                     
災害対応  ● ●  ●                         
技術継承     ●          ●   ●            
技術力向上                            ●  
サービス水準向上    ●              ●            
サービス等均質化    ●                          
大口使用者増加に

よる給水収益増加              ●                

交付金活用   ● ● ● ●                        
水の融通  ●     ●                       
施設や管路の更

新が可能      ●                        

施設の選択肢が

広がる  ●                            

 

 

 

 
 

デ 

メ 

リ 

ッ 

ト 

水道料金上昇   ● ？  ● ？       ● ●    ● ●   ●    ● ●  ● ●   

災害（トラブル）

対応 
● ●       ●                     

サービス低下         ●                     

（初期の段階で

の）事務量と投

資の増加 
     ● ●               ●        

更新の順序                   ●           
補助金がなくなる     ●                         

（広域化を積極的に検討している事業体に「●」を，積極的には検討していない事業体に「▲」を，検討中であり具体的な回

答はできないとした事業体には「中」を付した．南房総ブロックと九十九里ブロックについては，「リーディングケース」にお

いて広域化を検討中であることから質問事項としなかったため，「-」を付した．また，生じ得るメリット・デメリットについ

ては，言及のあった項目に「●」（肯定したもの）「×」（否定したもの）を付した．「？」は断定的な判断の難しかった項目であ

り，空欄部分は，調査内で言及のなかったものである．聞取り内容にもとづき筆者作成） 
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で，施設整備等を大きく変えることは難しい状況にある」

との回答があったほか，東総ブロックのＤ３からは，東

総地域は市境が山間となっており，広域化による施設の

統廃合は難しいといった回答も得られた．このように広

域化に伴う施設のダウンサイジングには，地域の統合状

況や地形による条件が大きく影響している．なお，契約

や重複事務の一括化による事務経費の削減や，施設数の

増加による更新費用の削減も，メリットとして挙げられ

た． 

 そのほか，人員についてのメリットでは，「人員確保」

と回答した事業体も，「人件費削減」と回答した事業体も

あった．これに関連して，局地的な災害対応についても，

現在より人員が増えることによる利点が挙げられた．ま

た，サービス水準の向上・均質化や，広域化に伴って支

給される交付金の活用をメリットとした事業体もあった． 

 以上のようなメリットが挙げられる中で，南房総ブロ

ックでは，広域化の主要なメリットは，並行して進む用

水供給事業体同士の水平統合に伴う受水費の引下げを前

提として生じるものである，という回答があった． 

一方，デメリットとして最も多く挙げられた項目は，

水道料金の上昇についてだった．それに該当する事業体

は，広域化を積極的に検討していないと回答した５事業

体のうち４事業体であった．さらに，広域化によって生

じ得るメリットとして「災害対応力の強化」「サービス水

準の向上」を挙げた事業体があったのとは反対に，「災害

対応力の弱化」「サービス水準の低下」をデメリットと認

識する事業体も存在した．広域化後，事業体規模が大き

くなることによって体制整備や給水範囲内の移動が難し

くなるほか，現在の合計よりは職員数が減少することが

見込まれるので，大規模災害時に現在と同様の対応は不

可能だという懸念が生じている10）． 

 表２は，用水供給を受けていない末端給水事業体の，

広域化に向けての姿勢と懸念点についてまとめたもので

ある．香取ブロックの事業体への調査では，香取ブロッ

クという枠組みではスケールメリットが出にくいのでは

ないかといった内容のほか，各事業体が離れているため

経費がかかるハード面での広域化ではなく，ソフト面で

の広域化を検討しているといった内容の回答がみられた．

香取ブロックではそれぞれがさまざまなスケールで上水

道事業を運営しており，今後の方向性を定めるのが難し

い状況にある．また，京葉ブロックのＧ１・Ｇ２は経営

が厳しく，県営水道との広域化を期待しているとの回答

があった．なお，井戸水を利用する山武市，公営水道の

敷設されていない芝山町についての記述は省略する． 

 用水供給事業体においては，ある事業体から，用水供

給事業体同士を水平統合する場合，給水原価の値下げは

難しいが，供給単価の値下げや更新費用の確保を期待で

きるという回答があった． 

 

３．君津ブロックにおける広域化の実践  

 君津ブロックでは，従来，用水供給事業を君津広域水

道企業団が，末端給水事業をその構成事業体である袖ケ

浦市，木更津市，君津市，富津市が担ってきた．従来の

末端給水事業体は，他地域の事業体と同様に，老朽化の

進行，経営状況の悪化および人材不足に直面していた（君

津地域水道事業統合協議会 2017: 7-11）． 

 こうした課題への対応として2019年４月に，君津ブロ

ックにおいて千葉県唯一の用水供給から末端給水まで担

う広域団体であるかずさ水道広域連合企業団が設置され

た．この形態の統合を選択できた理由として，君津ブロ

ックでは地域を貫流する小櫃川を単独水源としており，

統合に向けた独自の検討ができると考えられた（君津地

域水道事業統合協議会 2017: 4）．また，君津広域水道企

業団が県営水道に用水供給をしていたため，従来の体制

を継続する必要もあった．最終的には，「県が水源確保と

用水供給事業を担うため，まず県内水道用水供給事業と

県営水道が水平統合する」という，千葉県の目指す広域

化のあり方に準じる形態であったことが挙げられる． 

 広域化後，聞取り調査の時点で得られている統合のメ

リットとしては，交付金の活用による事業費財源の拡充

と災害対応の充実が指摘された．一方，デメリットは，

セグメント別会計による一部業務の煩雑化であるとされ

た．ただし，この問題については財務会計システムの統

表２ 広域化に向けての姿勢と懸念点（用水供給を受けな

い末端給水事業体） 

ブロッ

ク名 

香取 京葉 

事業体

名 

Ｆ 

１ 

Ｆ 

２ 

Ｆ 

３ 

Ｇ 

１ 

Ｇ 

２ 

広域化

に向け

ての姿

勢 

広 域 連 携

に積極的 

全 量 受 水

したい 

検 討 と

ま で は

い か な

い 状 況

（ 将 来

を 見 定

め て い

る） 

ハ ー ド

面 で の

広 域 化

は 難 し

い 

さ ま ざ

ま な 意

見あり 

県営水道

に統合し

てほしい 

広域化を

進め基盤

強化を図

ることが

必要 

広域化

への懸

念点 

東総・印旛

ブ ロ ッ ク

に ま と め

て ほ し か

った 

ス ケ ー ル

メ リ ッ ト

が 出 る の

か 

料 金 が

安 く な

る の か

み え て

こない 

連 絡 管

を 作 る

に し て

も，事業

体 が 離

れ て い

る の で

経 費 が

かかる 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

（空欄部分は，調査内で言及のなかったものである．また，

回答の内容を考慮して，事業体が特定されないように「－」

とした箇所がある．聞取り内容にもとづき筆者作成） 



お茶の水地理（Annals of Ochanomizu Geographical Society），vol 60，2021 

28 

合によって事務の効率化を図ることで改善可能であると

の補足説明もあった． 

 広域化後も直面している課題としては，職員数縮減に

よる「マンパワーの不足」と「計画と実績の乖離」が挙

げられた．後者について企業団では，今後，「昨年（2019

年）の台風被害等を考慮し，計画にない停電対策（自家

発電設備の整備）などを進めていく必要があるなど，計

画との乖離が拡大」していくと見込んでいる． 

Ⅴ まとめと考察 

 １．事業体間格差の地理的要因と広域化への積極性 

 千葉県の事業体間格差の主要な背景として，以下の５

点が挙げられる．すなわち，①水源から距離の遠い事業

体では，給水原価が高騰し，水道料金高騰や料金回収率

の低下に繋がる，②低い給水人口密度や起伏に富んだ地

形といった条件下の事業体では効率的な運営が難しい，

③災害対応の必要性が地域によって異なる，④取水する

水源の水質によっては，高度浄水処理が必要となり，給

水原価が高騰する，⑤取水制限地域の末端給水事業体で

は，今後，受水費が経営を圧迫する可能性がある． 

 ①について，水源から離れた事業体は，長距離の導水

や施設維持のための高額な費用が生じるため，給水原価

が高くなってしまう．また，そうした事業体は②のよう

に給水人口密度が低く起伏に富んだ地形である場合も多

いため，管路効率が悪く，更新費用を確保できない状況

に陥ったり，地域によって，大幅な水道料金の格差が生

じてしまったりしている． 

また，災害に関して，南房総ブロックの事業体やかず

さ水道広域連合企業団は，より強い危機感を有している

という印象を抱いた（③）．実際，2019年の大型台風に際

しては，南房総・君津地域において，大規模な断水が生

じた．このような事業体では，より充実した災害対策や，

被害の生じた場合には復旧作業が求められる．このこと

は，より大きな経営格差を生じさせる一因になるだろう． 

 加えて，地域によっては取水できる水源の水質が悪く，

浄水に高額な費用がかかる場合がある（④）．さらに⑤に

ついて，用水供給単価が高額の末端給水事業体にとって，

受水割合が上がることは経営の圧迫に直結するが，印旛

ブロックの事業体の一部は今後，受水割合が増加するこ

とが予想される．受水に関していえば，用水供給事業体

が浄水場を持たないブロックでは，用水供給単価がやや

高額となっていることも，格差の一因といえるだろう． 

 本稿では，以上のような問題を多く抱えている事業体

が，水道広域化についてより積極的に検討している傾向

にあることがわかった． 

 

２．水道広域化のもたらすメリット・デメリット 

 広域化に際して生じ得るメリットとして挙げられたの

は，運営・管理の効率化，値上げ幅の抑制または料金の

引き下げ，災害対応や人材面での利点，サービス面の向

上などであった．逆に，デメリットとしても水道料金の

上昇や災害対応，サービスの低下が挙げられたが，水道

料金の上昇については，単に広域化に伴う水道料金の上

昇を懸念する事業体と，「広域化すれば短期的に料金は上

がるが，広域化しなければ長期的にはもっと上がる」と

回答した事業体に分かれた．前者については，現状，料

金水準の低い事業体が多く，広域化によって，料金の平

準効果が現れることを示しているともいえる． 

 災害対応についても，メリットとデメリットの両面が

考えられることがわかった．広域化した場合には，局地

的な災害に際して，より大人数で柔軟な対応に当たるこ

とができる．このことは，広域化による人員確保の側面

も表しているが，大規模災害が生じた場合には，統合前

の職員総数よりは職員数が減少していることが考えられ

るので，対策が困難を極める可能性も生じ得る．また，

人員について，かずさ水道広域連合企業団からの回答は，

広域化による人員確保と人員削減の両面が現れたもので

あった．広域化後の2019年における大型台風時には広域

化によって，市域や事業の枠を超えて柔軟に災害対応が

運んだということであったが，現在の課題として職員削

減によるマンパワーの不足が挙げられている． 

 

３．広域化の限界と可能性 

 また本稿では，水道広域化には，大きな制約があるこ

ともわかった．まず，広域化の範囲を広げればメリット

が生じるわけではない．九十九里ブロックでの回答にあ

ったように，すでにある程度の広域化が進んでいる地域

において，広域化によるスケールメリットが得られるか

は定かではない．また，東総ブロックの事業体のように，

地形が障壁となる場合や事業体同士の距離が離れている

場合には，ハード面での広域化による施設のダウンサイ

ジングは難しい．加えて，南房総ブロックの末端給水事

業体への調査を通して，用水供給事業体の水平統合に伴

う受水費の低減によって，初めて広域化のメリットを得

られると考える事業体が存在することもわかった．広域

化に際しては，一定程度の初期投資を必要とするので，

その点を慎重に検討する必要があるだろう． 

 さらに，広域化によって，ある程度のサービスの維持

を図ることはできても，その効果には限界があるともい

えるだろう．これまでみてきたように，千葉県内の事業
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体間格差はブロック単位でかたちづくられているもので

あり，特に近隣の事業体との統合を前提とする末端給水

事業体同士の広域化では，経営状況の根本的な改善には

繋がらない恐れがある．たとえば，水道料金にほとんど

格差のないブロック内においては，料金の平準化にそれ

ほど意味があるか不明である．しかし，たとえば千葉市

営水道・市原市営水道と県営水道のように，同一ブロッ

ク内で大きな格差の生じている事業体同士の統合であれ

ば，広域化によって，弱小事業体の経営状況を改善する

ことは可能だと考えられる．また，広域化のメリットを

料金の平準化という点から検討するのであれば，用水供

給事業体同士の水平統合は，供給単価の低減に効果を発

揮するだろう．広域事業体である用水供給事業体の水平

統合は，ブロック間に生じた大きな格差の解消をもたら

すかもしれない． 

Ⅵ おわりに 

 本稿では，千葉県内の上水道事業体間格差と運営基盤

強化に向けた広域化への動向に注目し，事業体間格差と

広域化への姿勢についての要因や，広域化によって生じ

得るメリット・デメリット等について，文献調査や各事

業体への聞取りの結果にもとづいて論じてきた． 

 調査を通じて，上水道事業体の経営格差が，人口や水

源などさまざまな背景が何層にも複雑に重なって生じて

いること，加えてそれぞれの事業体が広域化に期待して

いる効果があるものの，広域化には料金や災害対応に対

して正と負の両側面の影響があり，懸念もあることがあ

らためて示された． 

一方で，リーディングケースに代表される広域化が，

県営水道にどのような影響を与えるのか，千葉県は広域

自治体としてどのように広域化計画に携わるのかという

具体的な内容に関しては，調査の中では，読み解くこと

ができなかった．また，かずさ水道広域連合企業団が発

足間もない事業体であったことから，長期的な視点での

広域化のメリット・デメリットの検討ができなかったこ

とも，今後の研究課題として挙げられる． 

2022年度には，千葉県による「水道広域化推進プラン」

の策定が予定されている．このような動向を注視し，今

後も千葉県の水道広域化に関心を持ち続けたい． 
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員の皆様，浄水場見学をさせていただいた我孫子市水道局の皆
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注 

1）総務省の資料によると，地方公共団体の運営する2018年度

の末端給水事業体のうち半分近く（49.7％）を給水人口３万

未満の小規模上水道事業体が占めている．また，厚生労働省

の資料から2017年度の原価割れの状況をみると，給水人口１

～３万の末端給水事業体においては39％が原価割れとなって

おり，給水人口１万未満の簡易水道を除く末端給水事業体で

は55％であった．総務省自治財政局「平成30年度地方公営企

業決算の概況」（54）https://www.soumu.go.jp/main_conten 

t/000669431.pdf（最終閲覧日：2020年12月21日）． 厚労省

「水道法改正の概要について」(8)https://www.mhlw.gojp/ 

content/10900000/000540453.pdf（最終閲覧日：2020年12月

21日） 

2）市町村による事業運営を前提とする市町村公営原則は，日

本の水道事業の特徴の一つである．当初，水道条例において

「私企業の営利本位に対する批判」から生じたこの原則は，

1952年の地方公営企業法制定も相まって，地方自治の手段

（宇野 2009: 77-78，104）として変容しながらも，今日ま

で水道事業運営の基本であり続けている． 

3）総務省自治財政局「平成30年度地方公営企業決算の概況」

（52）による．https://www.soumu.go.jp/main_content/00 

0669431.pdf（最終閲覧日：2020年12月21日） 

4）水道法第３条参照．総務省の資料では，「上水道事業」を，

簡易水道を除く末端給水事業と用水供給事業としているた

め，本稿での定義もこの通りとする．総務省自治財政局「平

成30年度地方公営企業決算の概況」（54）https://www.soum 

u.go.jp/main_content/000669431.pdf 

（最終閲覧日：2020年12月21日） 

5）千葉県総務部市町村課「平成30年度市町村公営企業決算 経

営比較分析表」https://www.pref.chiba.lg.jp/shichou/zai 

sei/koueikigyou/h30keieihikakubunseki.html （最終閲覧

日:2020年12月21日）．千葉県総務部市町村課「平成30年度市

町村公営企業決算 経営比較分析表－経営指標の概要(水道

事業)」https://www.pref.chiba.lg.jp/shichou/zaisei/ko 

ueikigyou/documents/30shihyougaiyou_suidou.pdf（最終閲

覧日：2020年12月21日）．総務省「平成30年度決算 経営比較

分析表（都道府県）」https://www.soumu.go.jp/main_sosi 

ki/c-zaisei/kouei/h30todoufuken.html#chibaken（最終閲

覧日：2020年12月21日） 

6）取水規制区域においては，規制前に作井された「みなし井

戸」は今後も使用することが可能だが，規制後に暫定的に許

可を受けた「暫定井戸」は，八ッ場ダムと霞ケ浦導水の完成

によって，使用を取りやめなければならない．このことか

ら，印旛ブロックにおける一部の事業体など，暫定井戸水量
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割合が高く用水供給単価も安価でない地域は，受水量の増加

によって，今後，経営状況に影響が生じる可能性が高い． 

7）財政的な問題以外でも，リスクマネジメントの観点から，

受水と自己水源のバランスを図ろうとする場合もある． 

8）広域化の一形態である事業統合には，垂直統合と水平統合

とがある．垂直統合は，用水供給事業体と末端給水事業体の

統合を指し，水平統合は，同レベルの事業体同士の統合（用

水供給事業体同士の統合・末端給水事業体同士の統合）を指

す．垂直統合は，水源から末端までを一つの事業体内で扱う

ことにより，重複費用の共有化が可能である（範囲の経済

性）（太田 2012: 31）．一方で水平統合は，固定費の大きな

水道事業では，特定業務を大きな同一事業体で行うことで生

産単位当たりのコストの低減が可能である（規模の経済性）

が，人口密度によっては，運営効率を悪化させる場合もある

（太田 2012: 31）． 

9）末端給水事業体の統合については，各ブロック内で分かれて

検討が行われている． 

10）ただし，水道職員以外への協力要請で対処が可能ではない

かとの補足もあった． 
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